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総合論文

結晶性材料の高温変形機構
吉永日出男＊・栗下裕明＊・後藤正治＊
      昭和55年5，月30日 受理

High－Temperature Deformation Mechanism
      in Crystalline Materials

Hideo YOSHINAGA， Hiroaki KURISHITA
        and Shoji GOTO

  In order to clarify the high－temperature deformation mechanism in crystalline mate－

rials， a new method of determining whether the effective stress is appreciable or not is

proposed， and the method is applied to several materials including pure aluminum， pure

molybdenum， A1－5．4at％Mg alloy， titanium carbide and Mo－TiC eutectic composite．

  It is found that the effective stress is negligible in the pure metals and the compo－

site， while the stress is appreciable in the alloy and the carbide． The results are dis－

cussed by the dislocation theory．

1．序 論

 結晶性材料の塑性変形は広い試験条件のもとで主と

して転位の運動によって生ずる．したがって，その強

度を支配する変形機構を明らかにするためには転位の

運動抵抗に関する知識が必要である．

 転位の運動抵抗には，その材料の内部構造にのみ依

存し温度の影響をほとんど受けないものと，内部構造

のみならず温度の影響を強く受けるものとに大別され

る．温度依存性の大きい抵抗は，転位が熱活性化過程

で障害を乗り越える場合に生じ，高温程小さくなる。

この種の障害にはパイエルスの障壁やラセン転位上の

ジョグなどが考えられる．一方温度依存性のほとんど

ない抵抗は，乗り起えに要する活性化エネルギーが非

常に大きく，通常の温度では熱振動の助けがほとんど

効かないような障害によって生ずる。この種の障害に

は他の転位の長範囲の応力場や転位自身が張り出すと

きの線張力などが考えられる．

 塑性変形はこれらの抵抗に打ち勝つ応力を材料に負

荷したときに生ずるので，これらの抵抗の性格に応じ

て，変形に必要な応力も熱活性化応力と非熱活性化応

＊材料開発工学専攻

力に分類される．

 非熱活性化応力は，上述のように熱活性化過程で越

えることのできない長範囲の内部抵抗に起因すると考

えられることから，しばしば内部応力とも呼ばれてい

る．また，負荷応力からこの内部応力を差引いた残り

が熱活性化過程に有効に働く応力という意味で，熱活

性化応力は有効応力とも呼ばれている．

 転位と溶質原子との相互作用が大きい固溶体硬化型

合金では，高温になると溶質原子の拡散速度が大きく

なるため，運動転位のまわりにも溶質原子の濃度の高

い領域すなわち溶質雰囲気1》2）が形成される．転位が

この雰囲気を引きずるときの抵抗は，位置が固定され

ている障害の場合とは質的に異なるものであるが，十

分高い温度ではいずれも類似の温度依存性を示すの

で，熱活性化応力に分類できる2》．

 このような溶質雰囲気を引きずる転位の運動は粘性

的であって，十分高温では転位速度に比例した抵抗を

生ずる1）．また，熱活性化過程で越えられるような障

害が密に分布している場合にも，障害の平均間隔より

も十分長い距離に対して転位の平均速度を定義するこ

とができるので，転位の運動は準粘性的であると考え

ることができる．このように有効応力が存在する場合

には，転位の運動は粘性的であって，転位速度が大き
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い増すなわち，ひずみ速度が大きい程有効応力は大き

くなる．

 これに対して，有効応力が無視できる程小さいとき

には，変形応力は内部応力によって決まり，内部応力

が負荷応力より低い結晶内の領域を転位は音速に近い

高速度で自由飛行運動する．この場合のひずみ速度は

運動転位が生み出される速度と平均自由行程によって

決まると考えられる．このように，有効応力の有無は

転位の運動様式に差違を与える．

 転位が粘性的な運動をする場合には，転位密度が増

すにつれて同じひずみ速度を与えるに必要な転位の平

均速度は減少する．有効応力の転位速度依存性が大き

いときには，この平均速度の減少によって生ずる有効

応力の減少が転位密度の増加による内部応力の上昇を

上回ることが考えられる．実際，固溶体硬化の大きい

A1－Mg， Al－Cu3》4）， Au－In5）， V－Fec）， Fe－Mo7），

Mg－Zn8）などの合金およびパイエルス応力の大きい

GeやSig）で，塑性変形にともなう変形応力の減少

すなわち加工軟化現象が観察されているbこのような

場合には，転位密度の低い方がその材料の強度は増す

ことになる．これに対して，内部応力の上昇の方が大

きいときには，転位密度の高い方が強度は大となる．

このように，材料の強度特性を考えるとき，変形抵抗

の性格を知ることは重要である．

 しかし，高温変形の場合には塑性変形にともなう内

部応力の増加と同時に回復や再結晶などの動的復旧過

程による内部応力の減少が進行するため問題が複雑に

なる．この動的復旧は高温程かつ内部応力が高い程速

かに進行する．したがって，一定ひずみ速度で変形し

つつある材料の内部応力は高温程低くなる．また，高

ひずみ速度程変形による内部応力の増加速度が大きく

なるため一定温度の変形では高ひずみ速度程内部応力

は大きくなる．すなわち，高温下で変形しつつある材

料の内部応力は有効応力と同様の温度およびひずみ速

度依存性を示すものと考えられ，このため内部応力と

有効応力の識別が困難になる．したがって，有効応力

が実際上存在しないと考えてよい程小さい場合でも恰

もかなりの有効応力が存在するような変形応力の温度

およびひずみ速度依存性を生ずる．

 本実では，このような高温変形の場合に果して有効

応力が存在しているか否かを識別し得る方法について

論じ，その方法を実際に純金属，合金，遷移金属炭化

物，およびそれらの複合材に適用した結果について報

告する．

2．有効応力成分の有無を識別する方法

 時間4∫の間に4εの塑性変形が生ずるときの内部

応力の変化は

  6」σ∫＝乃4ε一rゴ’                 （ユ）

で与えられるであろう．ここで，んは塑性変形による

内部応力の増加率で，7は加工硬化と同時に起こる動

的復旧過程による内部応力の減少速度である．

 有効応力が無視できる場合には，変形応力σは内

部応力σ‘と等しくなるので

  4σ＝4σ多                          （2）

となる，一方，有効応力σ．が無視できない場合には

この間に生ずる転位密度などの内部構造の変化により

σ。も変化すると考えられるから

  4σ＝・4の十4σ。

   ＝媚ε一r4∫＋α4ε＋β4ε一r4∫

   ＝⑦十β）4ε一（r十γ）4∫＋α4ε   （3）

ここで，αは内部構造が同じ条件のもとで，塑性ひ

ずみ速度乙の変化に対する有効応力の変化率，βと

γはそれぞれ塑性ひずみ速度が同じ条件のもとでの

4εと漉による内部構造の変化にもとつく有効応力

の変化率である．

 引張または圧縮試験では通常クロス・ヘッド速度が

制御されるようになっているが，クロス・ヘッドの変

位には試験機の弾性変形も含まれている．いま，試験

機の弾性変形を含む試験片の見かけのヤング率をK

とすると，弾性変形を含む見かけのひずみ増分は

  4εα＝6ε一1一・4σ／1（                     （4）

で与えられる．ここで4σ／1ζは弾性変形の寄与であ

る．

 有効応力が無視できる場合には式（1），（2）および

（4）より，記録される応カーひずみ曲線の勾配，すな

わちε。の増加に対する見かけの加工硬化率は

畿一群（ r1ユー万丁  ε召）  （5）

で与えられる．

 したがって，定常状態（4σ／4ε、＝0）での弾性変形

         を含むひずみ速度ε。oは

    ア
ε・o＝一

（6）
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となる．この状態からひずみ速度をε。∫に急に変え

ると，乃とrは不連続には変化しないと考えられるの

で，急変直後の見かけの加工硬化率は式（5）と（6）よ

り

（£）声藷（・一志） （7）

で与えられる．

 見かけのひずみ速度を不連続に変化させても，試験

機系の弾性変形のために負荷応力σは連続的にしか

変化しない．したがって，有効応力が無視できない場

合には，式（3）から明らかなように塑性ひずみ速度も

連続的にしか変化できない．すなわち，見かけのひず

み速度の不連続な変化に対応して不連続に変化するの

は弾性変形速度である．これに対して有効応力が無視

できる場合には式（1），（2）および（4）より，塑性ひ

ずみ速度は見かけのひずみ速度と

  』肇暢       （8）

の関係があるので，ε。とともに塑性ひずみ速度も不

連続に変化する．

 このように，有効応力が無視できない場合には見か

けのひずみ速度を急変させても，急変直後の塑性ひず

み速度ε∫は急変直前の塑性ひずみ速度ε。に等しい．

  ε∫＝εo                               （9）

 一方，式（4）より

  あ一ら（1＿■4σ  K4εα）    （ユ・）

の関係があるので，急変直前で4σ／4ε。＝0を考慮す

ると，

  ε。＝ε。。         〈11）

である．

 急変直後の見かけの加工硬化率は式（9）～（11）よ

り

（£）乏κ（・一舞） （・2）

となる．

 式（7）と（12）を比較すると知られるように，有効

応力成分が無視できる場合とできない場合とでは，

（4σ／4ε。）∫とε。o／ε。∫の比例係数が異なる．したがっ

て，この比例係数を実測することにより，有効応力の

有無を判定することができる．

 ところで復旧効果を含まない加工硬化率乃と加工

硬化を含まない復旧速度rは一般に変形の進行ととも

に内部構造の変化に対応して変化するものと考えられ

る．したがって，場合によっては同一の乃とrに対し

ていろいろなε。o／ε。∫を与えて（4σ／4ε。）∫を測定す

ることが困難になる．このような場合には，上述の判

定法に比べて不正確にはなるが，1回のひずみ速度急

変試験によっても有効応力の有無を判定することがで

きる最も簡便な方法は，変形の途上でクロス・ヘッド

を止あ応力緩和試験を行う方法である．このときは

ε。∫＝0であり，これと式（4）より停止直後の応力緩

和速度σを測定すれば，ε∫（＝一σ／10が求められ

る．このε∫が式（8）を満足するならばεo＞ε∫とな

るので，ε∫がεoと一致するかεoより小さいかによ

って有効応力の有無が判別できる，

3．実 験 方 法

 上述の判別法が有効であるためには，見かけのヤン

グ率κが乃に比べてあまり小さくてはならない．何

故ならば，κが乃に比べて小さくなると式（7）の係

数1凱／（κ憾めは式（12）の係数Kに近づき，両者

の識別が困難になるからである．

 実測結果によれば乃は変形条件によって異なるが，

しばしばヤング率E程度に大きい値になる．したが

って，κもE程度に大きくすることが望ましい．し

かるに，κは

素÷亨毒    （・3）

で与えられる1。）ので，Eより大きくすることはでき

ない．ここで，3と1はそれぞれ試験片の断面積と

長さであり，砺は試験機の弾性常数である．したが

って，右辺第2項をできるだけ小さくする必要があ

る．そのため，通常のロードセルに代えて軸方向の剛

性の大きい（容量荷重に対して0．006mm）勢断型ロ

ードセルを用い，隔を大きくした．

 引張試験ではε／」の小さい試験片を用いることが

できるので，通常のインストロン型の試験機である

∫S－20丁型島津オートグラフ（編＝8．17MN／m）を

用いたが，圧縮試験の場合には5／1を小さくするこ

とができないため編の特に大きい（58MN／m）電気

油圧式試験機（島津サーボペット特型）を用いた．

 試験片には純A1，純Mo， A1－5．4at％Mg， TiC

およびMo－TiC共晶複合材を用いた．純A1は99．99
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Fig．1． The size of specimen for rapid

    strain  rate change test （in
    mm）．

％高純度Alインゴットより健全な部分を切り出し，

冷間圧延，冷間スエージ後，機械加工によってFig．1

の形状の試験片に仕上げた．Al－Mg合金は99．99

％高純度Alと99．9％純Mgより溶製し，金型鋳

造，均質化熱処理，凹むき，熱間圧延，熱間スエー

ジ後，Fig．1と同一形状の引張試験片に機械加工し

た．これらの材料はいずれも完全焼鈍後試験に供し

た．それぞれの結晶粒度は0．13mmおよび0．36mm

であった．純Moは大同特殊鋼より供与された電子

ビーム溶解材で高さ約3mm，底面約2×2mm2の

角柱状に研磨仕上して圧縮試験片とした．結晶粒径は

0．5mmであった． Ticは東洋ソーダより供与され

た粉末材をラバーブレスにより圧縮形成後，高周波浮

遊帯域溶解し，単結晶と結晶粒径約0．5mmの多結

晶を作製した．また，Mo－Tic共晶複合材はTic粉

末とMo粉末を調合し，プレス成形後アーク溶解し

てボタン状試料とした．調合比がTic 23．5mo1％で

Fig．2に示すようなラメラ組織の共晶材が得られた．

この写真上でのうメラ幅はMo相で平均0．40μm，

TiC相で平均0．13μmであった． TiCとMo－TiC

もMoと同様の圧縮試験片に仕上げた．

4．実’験結果

 Fig．3は純AlとAl－5．4at％Mg合金につい

て急変直後の見かけの加工硬化率を見かけのヤング率

1（で除して無次元化した値を見かけのひずみ速度比に

対してプロットした一例である．図に見られるように

両者の間にはよい直線関係があり，式（7）または（12）

の関係か成立していることが知られる．純Alの場

合，この勾配の絶対値（＝縦軸の切片）は明らかに1

より少さく，式（7）から予測される関係を満足してい

る．すなわち，純Alでは有効応力成分が無視し得る

程小さいことが知られる．

 これに対して，固溶体硬化の大きいAl－5．4 at％

Mg合金では，この勾配は一1で，式（12）の関係を

Fig．2．

．雛・鯉蜜
彊鵜

』劉
Microstructure of arc－melted
Mo－23．5mol％TiC composite．

1．0

0

ミー1。o

語

琶

ε一2．0

一3．0

一4．0

T＝573K

εao／』f

1 2 3 4

pure A1

5

Al－5．4atO1。Mg

さ。（10’5…∫1）

 pure Al A1－5．4atO’・Mg

サ
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5．81
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十
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@岬5．12
5．44

@－532

十
4．77

@卿4．69
5．09
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▲

Fig．3． The relations between work－
    hardening rate immediately
    after the change of crosshead
    speed divided by 1（，（4σ／4εα）∫／

    1（， and ratio of the apParent

    strain rates， εαo／εα∫， for the

    deformation at 573Kin pure

    aluminum and Al－5．4at％Mg
    alloy．

満足している．すなわち，有効応力が存在することを

示している．

 Fig．4はTiCの高温変形に対し（’応力緩和試験法

を適用した結果の一例で，応力緩和開始点での緩和速
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    before  and  after the  stress
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    at 1473 and 2073 K．

7

度から求めた塑性ひずみ速度ε∫を応力緩和直前の塑

性ひずみ速度εoに対してプロットしたものである．

図に見られるように両ひずみ速度は実験誤差内で一致

している．すなわち，TiCでは有効応力が無視でき

ないことが知られる．

 Fig．5は純Moについていろいろの温度における

応力緩和試験の結果をまとめたもので，いずれの試験

温度においてもε∫／ε。は明らかに1より小さく有効応

力成分が無視し得ることを示している．

1．0

0．8

．80・6

＼
．苗。・4

0．2

0

pure Mo

8
08

一
80

§ 8 068

 8

Q8
@0

0     1200   1400   1600   1800   20∞   220

          T／K

Fig．5． The value of ε∫／εo at various

    temperatures obtained by the
    stress relaxation test for pure

    lnolybdenum．

 従来純金属の高温変形の律速機構は，ラセン転位上

のジョグの非保存運動であるとするHirschとWar－

ringtonの説11）（log drag説）が有力視されていた

が，上述の結果はこれを否定するものである．すなわ

ち，純A1でも純Moでも高温変形における有効応

力は無視できる程小さく，したがって，転位の運動は

jog dragのような粘性運動ではなく自由飛行型であ

ると結論される．これに対して，Al－5．4at％Mg合

金とTiCの高温変形には無視できない有効応力が存

在することが知られた．AレMg合金の有効二二はこ

れまでの研究2）吻により，溶質雰囲気の引きずり抵抗

によるものと考えられる．また，Ticの有効応力は

共有結合性材料（例えばGeやSi）に特有なパイエ

ルス応力9）による可能性が強い．ただし，この種の炭

化物では転位のすべり運動に対して障害となる炭素の

拡散が高温変形を律速するという考え方12）コ3）もあり，

本実験結果のみではそのいずれかであるかを知ること

はできない．

 共有結合性のGeやSiではその大きなパイエルス

応力のため加工軟化現象の起こることが知られてい

る9）．しかし，TiC単結晶ではその臨界勇断応力の大

きな温度依存性から有効応力が大きいと考えられるに

もかかわらず，加工軟化現象が観察された例がなかっ
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Temperature dependence of yield stress in

Mo－TiC eutectic composite compared with
those in pure molybdenum and TiC16》．

た．Fig．6は本研究によって初めて見出された加工

軟化現象を示す．この現象は試験機の剛性が十分大き

くないと観察しにくくなることが理論的に明らかにさ

れている14）．したがって，この現象が観察されたの

は，本研究で特に高い剛性の試験機を用いたためと思

われる．この加工軟化現象はまた大きな有効応力の存

在を示している．

 Mo－Tic共晶複合材は軟いMo相を含むにもかか

わらず，Fig．7に示すように硬い構成相のTicと同

等以上の高温強度を示す16）．この材料について，圧縮

変形の途上で応力緩和試験を行った結果はFig。8に

1．O

0．8

  0．6．6

＼
．薗。・4

0．2

 0
  0    1200  1400   1600  1800  2∞0  2200

          T／K

Fig．8． The value ofε∫／εo at various

    temperatures obtained by the

    stress relaxation test for Mo－

    TiC eutectic composite16》．

Mo－TiC Eutectic Composite

OoO

§

80

§

◎8

㊨

§8

示す通りで，いずれの温度でも純

Moの高温変形と同様，ε∫／ε。〈1と

なっている．この結果は軟い構成相

であるMoの塑性変形を反映した

ものである．

 このように，軟い相の塑性変形が

起こっているにも拘らず，この複合

材の高温強度が極めて大きいのは，

Mo層の厚さが0．25μmと薄く，

硬いTiC相によってその変形が強

い面拘束を受けるためであると考え

られる．すなわち，ラメラ相境界に

平行でないすべり変形はすべてTiC

相によってブロックされるため転位

の蓄積効果が大きく，降伏点ですで

にこの蓄積転位による内部応力が

Fig．7のように大きくなることを示していると考え

られる。高温程降伏応力が低下するのは拡散を媒介と

して生ずる動的復旧速度が大きくなるためであろう．

 この複合材の高温降伏応力がTiC単体よりもむし

ろ大きいのは，Tic層の厚さが0，09μmと薄いた

め，Tic相がほとんど無転位化しているためではな

いかと思われる．変形に際して転位が相境界より生み

出される可能性が強いが，Tic相の弾性定数はMo

相の弾性定数より約1．5倍大きいので，鏡像力によっ

て転位がTiC相中に入るのが妨げられるのではない

かと思われる．

5．考 察

 5．1．有効応力の測定限界

 本研究における有効応力有無の判定は；試験機系の

弾性変形を含む見かけのひずみ速度ε、を不連続に変

化させたときに，塑性ひずみ速度が連続的にしか変わ

らないかあるいは不連続に変化するかを実測すること

によって行われる．かつ，ε。急変直後の塑性ひずみ

速度はε。∫と負荷応力の変化速度σから求めてい

る．このσを求めるには実際上有限な応力変化δσ

が必要であり，この負荷応力の変化によって，有効応

力が存在する場合にも塑性ひずみ速度の変化δεが生

ずる．したがって，もしδε／ε。が大きいと，有効応力

が存在する場合にも塑性ひずみ速度が恰も不連続に変

化したように観察されることになる．

 いま，塑性ひずみ速度と有効応力σ、＝σ一のの間
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に

  ε＝φρ613σθ                     （ユ4）

の関係があるものとすると，本実験の場合σを測定

する必要なδσはσの0．5％程度であるので，この

間に生ずる内部構造の変化は無視し得るであろうから

  δε／εo＝配＊δσ／σ召                  （15）

の関係が得られる．ただし，φは方位因子，ρは可動

転位密度，δはバーガースペクトルの大きさ，Bは転

位速度がσ2寧に比例するときの比例係数，〃2＊は転

位速度の有効応力指数である．したがって，〃1＊が大

きいかσ、が小さいと，δσが小さくともかなり大き

な塑性ひずみ速度の変化を生ずる．すなわち，6∫’の

測定値には（1が／2）δσ／σ、程度の相対誤差が含まれて

いることになる．

 ただ1回の応力緩和試験で有効応力の有無を判定す

る場合には，この相対誤差によって有効応力の測定

限界が決まるものと考えられる．すなわち，δσ＝・

一〇，005σを考慮すると，

  豆∠＝＝ゴユ＿」塑＿ 0．005σ

  壱。   2  σ・

より，

  匹＝0・0窪25孕＊   ・ （16）
  σ i一ε∫／ε。

程度の変形応力に対する有効応力の寄与率が測定限界

になる，

 本実験の場合，純MoとMo－Tic共晶複合材に

おいて応力緩和試験により有効応力が無視し得ると判

定されたが，このときのεノ／εoの測定値は0．4から

0，8の値であった．

 純Moの刑（鵠41nε／41nσ）の値は0．2％の塑性ひ

ずみに対する降伏応力のひずみ速度依存性から測定さ

れており，1273Kから2073 Kの範囲で温度の上昇

とともに11，8から2．5まで低下することが知られて

いる16）（εにはほとんど依存しない）．内部応力にひ

ずみ速度依存性がない場合には，有効応力に対する

醒＊は必ず変形応力のひずみ速度依存性から求められ

る加より小さくなるが，高温変形の場合には内部応

力にもひずみ速度依存性があるので必ず小さくなると

「は限らない．いま，配＊＝規として有効応力の測定限

界を評価すると〃2＊＝12の場合，εノ／εo＝0．4～0．8

に対する測定限界は変形応力の5～15％となる．ま

た，〃2＊・＝2．5では変形応力の1．0～3．1％となる，

 Mo－Tic共晶複合材の吻の値は同じ温度範囲で温

度の上昇とともに26．9から3．5まで低下することが

知られているユ6》．この場合にも〃2＊＝配として有効

応力の測定限界を評価するとε∫／ε。＝0．4～0．8に対

して，〃2＊＝27のとき有効応力は変形応力の11～34

％，〃2＊＝3．5のとき1．5～4．4％となる．以上のよう

に，醒＊が小さいと考えられる高温では有効応力の測

定限界は小さく，有効応力を無視できるが，〃2＊が大

きい可能性のある1273K附近ではかなりの有効応力

の存在を検知できなかった可能性がある．

 これに対して，いろいろのひずみ速度に対する急変

直後の見かけの加工硬化率を測定する方法では，上述

の測定誤差は

（4σ4εα）声κ｛・「弩（・＋午許）｝（・7）

の形で測定値（4σ／4ε。）∫に入る．ここで見かけのひ

ずみ速度を上げる場合にはδσ＞0となり，下げる場

合にはδσ＜0となる．したがって，誤差項（〃2＊／2）

δσ／σ、による （4σ／4ε。）∫の測定誤差はε。o／ε。∫〈1

で負に，εao／ε。∫＞1で正になる．それ故，両領域の

測定点がFig．3のように（1，0）点を通る同一の直

線上に乗ることはあり得ない．つまり，この試験法で

Fig．3のようなよい直線関係が得られ，かつその直

線の勾配の絶対値が明らかに1より小さい場合には，

δσ＝0．005σよりもはるかに小さい有効応力しか存在

しないことになろう．

 ただ1回の応力緩和試験を有効応力の有無を検：正す

る方法は，前述のように〃2＊が10程度以上に大きい場

合には誤差が大きいが，このような場合の有効応力は

転位速度したがってひずみ速度に極めて鈍感である．

例えば配＊＝12の場合には塑性ひずみ速度が100倍

変わっても有効応力は1．47倍になるにすぎない．ま

た椛＊二27の場合には1．18倍になるにすぎない．し

たがって，この方法で有効応力が無視し得ると判定し

た材料にもし有効応力がかなり存在したとしても，そ

の有効応力はひずみ速度にほとんど依存しない摩擦応

力であると考えられ，変形応力の変化は主として内部

応力の変化によると見ることができよう．

 5．2． 転位の粘性運動と自由飛行運動が混在する場

   合

 転位の運動様式が自由飛行型であることが知られた

純Alでも，高温度変形では転位によって構成された
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副結晶粒界が形成され，これが粘性運動することが知

られている17）．また，Mo－Tic共晶複合材ではMo

相の変形が転位の自由飛行運動によるものであって

も，TiC相の変形は粘性的である．

 このように，応仁の変形様式が混在する場合には，

転位の自由飛行運動による塑性ひずみをεF，粘性運

動によるものをεγとすると，全塑性ひずみは

  ε＝εF十εγ          （ユ8）

で表わされる．ひずみ増分による変形応力の変化を

4σとすると，これは自由飛行運動する転位に対する

内部応力の変化に等しくなければならないから

  4σ＝乃61εF一ト乃ノ4εγ一rご1∫              （19）

となる．ここで，”は粘性ひずみによる内部応力の

増加率で，副結晶粒界の移動などの場合には負となる

ことも考えられる17）．

 式（4）および（19）の関係と，εγが連続的にしか

変化できないことから，急変直後の塑性ひずみ速度は

  乙・一点画＋（乃一〃）6・・＋・）（2・）

となる・また，（4σ／4ε〃）o＝0を考慮して，式（19）

より

  εα0＝ε0

   ＝＝｛（乃一乃ノ）εyO十7’：｝／乃               （21）

の関係が導かれる．したがって，塑性ひずみ速度比は

書一巌（老＋一藷）  （22）

で与えられる．εγ＝0の場合にも同じ関係が導びか

れる＊から，ひずみ速度急変試験の結果は，粘性ひず

みの寄与の有無に拘らず，自由飛行運動する転位によ

る乃を与えることが知られる．

6．要 約

 ひずみ速度急変試験によって転位の粘性運動に対す

る有効応力が無視し得るか否かを判定し得ることを理

論的に示し，実際にこの方法を純A1，純Mo， A1－

5．4at％Mg合金， TiCおよびMo－TiC共晶複合

材の高温変形に適度した．得られた結果は次の通りで

ある．

 （1） 引張または圧縮試験の途上で試験機のクロ

＊式（22）の関係は式（8）から直接導びくことも
 できる．

ス・ヘッド速度を急変させ，試験機系の弾性変形を含

む見かけのひずみ速度を不連続に変化させたとき，有

効応力が無視し得る場合には塑性ひずみ速度も不連続

に変化するが，有効応力が無視し得ない場合には塑性

ひずみ速度は連続的にしか変化できない．

 （2）定常変形状態から見かけのひずみ速度を急変

させた直後の見かけの加工硬化率（4σ／4ε。）∫と見か

けのひずみ速度比ε。o／ε。∫との間には直線関係が成立

するが，その勾配の絶対値は有効応力が無視できない

ときは見かけのヤング率1（に等しく，無視し得る場

合にはKより小さくなる．1（より小さくなるときの

勾配は純粋な加工硬化率乃とKの比によって決ま
る．

 （3） この判定をただ1回の応力緩和試験によって

行う方法は簡便ではあるが，塑性ひずみ速度の有効応

力指数襯＊が大きい場合にはかなり有効応力が存在

しても無視し得ると判定される危険がある．ただし，

そのような有効応力は塑性ひずみ速度に鈍感なので，

この簡便法で有効応力が無視し得ると判定されたとき

の変形応力の変化は主として内部応力の変化に対応す

る．

 （4）純Al，純MoおよびMo－Tic共晶複合材

の高温変形応力は主として内部応力によって決まる．

 （5）A1－5．43t％Mg合金およびTiCの高温

変形にはかなりの有効応力が存在する．これらの有効

応力はそれぞれ溶質雰囲気引きずり抵抗および共有結

合結晶に特有なパイエルス応力（または副格子炭素に

よる抵抗）と考えられる．

 （6）TiCについて初めて明瞭な加工軟化現象が

見出されたが，この現象は上述の有効応力の存在とよ

く対応する．

 本研究は九州大学大学院生堀田善次，高尾文雄両氏

の協力によって行われたものである．また，本研究の

一部は文部省科学研究費および他の一部は軽金属奨学

会の研究補助金によって行われたものであり，本研究

に使用した電子ビーム溶解Moは大同特殊鋼よりま

た原料TiC粉末は東洋ソーダより供与されたもので

ある．以上，特記して深く感謝の意を表する．
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